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小松印刷グループ株式会社及び株式会社アスコンとの 

３社共創プロジェクト発足について 

 

総合商研株式会社（代表取締役会長：片岡 廣幸、以下、「当社」）と、小松印刷グループ株式会社

（代表取締役社長：小松 秀敏、以下「小松印刷グループ」）及び株式会社アスコン（代表取締役社

長：中原 貴裕、以下「アスコン」）は、それぞれの強みと経営資源を３社間で活用し、加速度的に

変化を続ける印刷業界において新たな事業領域拡大と強固な経営基盤を構築すべく、３社それ

ぞれの経営幹部レベルのプロジェクトスタッフを任命し、会社間の壁を超えた「営業戦略分科会」

「製造部門分科会」「クリエイティブ分科会」の 3つの役割毎に意見交換を重ねて参りました。 

その分科会の成果を経て、２月２１日、正式に３社共創プロジェクトを発足する運びとなりました。 

 

１. 本プロジェクト発足の背景と目的 

当社と小松印刷グループは 2004 年 10 月 1 日、当社とアスコンは 2017 年 9 月 13 日にそれ

ぞれ業務提携に関する契約を締結しておりますが、本プロジェクトにおいて印刷会社という枠を

超え各社の強みを活かす「首都圏受注・地方製造」の３社共同事業組織として、更なる業容の拡

大、顧客基盤の拡大を図ります。またこの枠組みは限定的・排他的なものではなく、同業・異業を

問わず志・理念にご賛同いただける企業様との新たな協業の可能性も同時に模索してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２. 本プロジェクトの内容等と目指す将来像 

総合商研と小松印刷グループ、アスコンは以下の各項目で連携いたします。 

(1)生産・製造管理連携 

３社の製造拠点を俯瞰、物流の効率化から高品質・高効率・低コストを追求し市場競争力の強化

を図ります。 

(2)営業連携 

マーケティング連携による市場提案力強化及びノウハウの共有（成功事例の水平展開）から 

新商品・サービスの開発を推進します。 

(3)大型設備投資 

１社単独では難しい設備投資や技術開発及び商品開発を共同運用しリスク分散を図るとともに、

各コンテンツの制作、製造に関する効率化連携で新たな市場開発を行います。 

(4)その他、上記に付帯関連する業務における相互の協力・支援 

 

３．相手先の概要 

【小松印刷グループ株式会社】 

小松印刷グループは、創業以来、最先端の印刷技術の追求とマーケティングや情報技術などの

様々なノウハウを蓄積し、顧客のニーズに対応。近年のデジタル技術の発展や情報の進展などに

より、多様化するお客様の課題を「ともに見つめ、解決できるベストパートナーを目指して」関連会

社の知見と強力なネットワークを活かし、業種・エリアなど、多様なニーズに対応して業務拡大を

図っている。 

 

(1) 所在地 〒761-1402 香川県高松市香南町由佐2100-1  

(2) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小松 秀敏  

(3) 主な事業内容 商業印刷事業、紙器加工、企画デザイン、デジタル/SP ソリューション 

(4) 資本金 90,000 千円 

(5) 設 立 昭和 30年 8月 30日 

(6) 売上高 14,400 百万円（令和 4年 3月期） 

 

【株式会社アスコン】 

アスコンは、長年販促支援企業として、紙媒体のみならずデジタル媒体と多岐にわたる販促サー

ビスを、小売業を中心に全国さまざまな企業へ提供。近年は、タクシーサイネージや教育用タブレ

ットをはじめとするデバイス開発や自社媒体であるサイネージメディア作りを行う。販促支援を主

軸としながら、多種多様な業種企業の「総合支援パートナー」として、ビジネス領域を広げている。 

 

(1) 所在地 〒721-0964 広島県福山市港町１丁目 15番 27号 

(2) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中原 貴裕  

(3) 主な事業内容 流通小売支援事業、デジタルマーケティング事業、商業印刷全般 



(4) 資本金 720,000千円 

(5) 設 立 昭和 61年 10 月１日 

(6) 売上高 12,159 百万円（令和 4年 3月期） 

 

【3 社拠点・グループ会社】 

 

 

 

４．協定日  

 令和５年２月２1日 

 

５．今後の見通し 

 本プロジェクトが当社の業績に与える影響は、軽微であります。 

 

以上 


